
協議会名：　白馬村地域公共交通会議

　①　定められた評価方法・評価基準にしたがって、評価事項について事業を評価したか。
　　その際、事業の効果・影響とそれ以外の効果・影響を分離して評価したか。

　デマンド型乗合タクシーの実証運行については、総合事業計画において利用者数を毎日把握し、１日あたりの
平均利用者数の推移で事業評価を行うこととしている。本年度は計画のとおり利用者数を毎日把握し、４月から
１２月までの１日あたりの平均利用者数の推移により事業評価を行った。
　循環シャトルバスの実証運行については、総合事業計画において、多様な観光ニーズに対応するために、効率
的なルート及び運行時間の設定が課題となっており、白馬村の資源を活かした、元気な観光交通システムをつく
ることを目標としている。バス乗車人数については、毎月路線ごとの集計による評価を行っているほか、実際運
行に携わる交通事業者（ドライバー）からも聞き取り調査を行い、２３年度実証運行に向けた取り組みの構築を
図るための基礎材料調査を実施している。
　なお、運行終了後においてバス停ごと、ルートごとの乗車頻度を把握することで、停留所の位置、必要性及び
その結果に伴う運行ルートについて評価し再検証したい。

　②　実施した事業が地域公共交通に関する目標を達成するために適切な事業であるかどうかを検証した
　　か。

Ⅲ　具体的成果

Ⅱ　計画事業の実施

　①　事業計画に位置づけられた事業が適切に実施されたか。事業計画に位置づけられた事業が事業計画
　　どおりに実施されなかった場合には、適切な理由等が明らかにされているか。

　総合事業計画において、主に高齢者や自動車運転免許を持たない移動制約者の買い物、通院などの交通確保と
社会参加を図るためデマンド型乗合タクシーの運行と、冬季の循環シャトルバスの運行を実証実験事業と位置づ
けている。デマンド型乗合タクシーについては、４月１日から常備車両２台、１日あたり１６便の体制で２年度
目の試行運行を開始した。１２月までの９ヶ月間では延べ５１５４人（前年比２０％増）の利用があった。特に
ＪＲとの接続や利用者の利便性を考慮して、最終便の運行時刻を変更したことが奏功したことと、２年度目に入
り住民の間でも定着してきたものと思われる。
　循環シャトルバスは、１日あたり３便の体制で１２月１８日から運行を開始し、１２月３１日までの１４日間
で延べ利用者数は１２４８人（前年比１３％増）となっている。昨年度の利用実績を考慮して、運行時刻を１時
間ほど遅らせたほか、一部バス停留所などの移設を行い利便性の向上を図った。また、運賃については新たに回
数券（１乗車２００円、回数券６枚１０００円）を試験的に設定し、運用している。

計画事業に係る事後評価記載様式（初年度・２年度目）

Ⅰ　総合評価

　地域の主体的な取組みと創意工夫による公共交通の活性化・再生を通じ、個性豊かで活力に満ちた地域
社会実現に寄与するために適切な事業を選び出し、当該事業を本格実施する環境を整備するための検討を
行ったか。

　法定協議会や検討委員会を適切に開催し、地域の公共交通を活性化し、地域を活性化するために適切な事業を
選び出し、試行的に事業を実施する中で、その問題点の検証、事業の見直しの要否の検討、利用料金の適正な設
定等を含めた財源の検討等、当該事業を本格実施する環境の整備に向けて必要な検討を行った。

別紙２



　②　住民等による自主的な利用促進、啓発等の活動や協賛金拠出への協力等当該事業を翌年度実施する
　　環境を整備しているか。

　循環シャトルバスの運行にあたり、平成２２年度は一般企業等からの協賛金はなかった。平成２３年度の実証
運行に向けては、白馬村観光局が主体となって観光関連事業者や関係商店等からの一部費用負担や協賛金拠出に
ついての話し合いを進めている。本格運行に向け、平成２３年度中には一定の方向性を出したい。

　①　当該事業の翌年度実施のための財源について検討を行い、財源の目処がついたか。

　平成２３年度においてデマンドタクシー及び循環シャトルバスの実証運行の事業を実施するにあたっては、白
馬村からの財政支出によるということで関係者の合意が形成されており、白馬村の平成２３年３月議会に平成２
３年度予算案を提出し、村議会において審議してもらうことになっている。
　なお、現在国土交通省が財務省に要求している地域公共交通確保維持改善事業が予算措置され、総合事業等の
経過措置を含め、当該事業が補助対象として認められる場合には、国費を財源の一部として活用することで、関
係者の合意を得ている。

　③　当該事業の本格実施のための財源について検討を行ったか。

２　事業の実施環境

　①　実施した事業を翌年度実施するにあたって問題点があるかどうかを検証したか。

　デマンド型乗合タクシーの実証運行については、１日あたりの平均利用者は２８．２人となっているが、収支
率は１０％台で推移しており、本格運行後永続的に事業展開していくには、収支率向上が図られる仕組みを確立
することが課題である。なお、デマンド型乗合タクシーの実証運行の前後におけるタクシー事業者の売上げを比
較すると若干の影響は見られるものの、検討委員会や法定協議会を通じて議論を深め、相互理解を図りながら事
業を推進している。
　循環シャトルバスは、利用促進及び認知度の向上のため一乗車２００円の運賃設定（本年度から６枚綴り回数
券も新たに設定）で、収支率は５０％を目標値としているが、１０％から２０％台で推移している現状では、自
立性の観点からは非常に厳しい数字である。
　次年度以降は、一般村民の利用向上や観光関連事業者の一部費用負担についても研究を重ね、収支率の向上を
図ることにより、継続して運行できる仕組みを早期に確立していきたいと考えている。
　また、利用回数券については、タクシー事業者との共通利用についてもその方策を検討し、相互にメリットを
享受できる仕組みをつくっていきたい。

　②　実施した事業について利用者数が想定をかなり下回るなど効果が現れていない場合には、翌年度事業
　　を実施するにあたって必要な見直しを行っているか。翌年度も同じ事業を実施する場合には、適切な理由
　　等が明らかにされているか。

　デマンド型乗合タクシーについては、利用者数は着実に増加していることから、現状の運行システムを大幅に
見直しを行うことは、かえって利用者の利便を害することも懸念される。従って、現状の運行体制を維持しつ
つ、利用対象者の拡大（対象年齢の引き下げ等）を検討していきたいと考えている。
　循環シャトルバスについても、利用者は増加していることから、大幅な見直しを行うことより、（費用負担の
問題も含めて）いかに事業を継続していくかを検討していく必要がある。昨年行ったアンケートでは、中高校生
の利用について希望はあるものの実態の利用に結びついていないことから、対象を観光客へシフトするととも
に、一般村民の利用拡大について更に研究を進めていきたい。

１　事業の本格実施に向けての準備

　デマンド型乗合タクシーについては６５歳以上の利用者が主であり、村内６５歳以上人口の約３０％の者が利
用している。また、乗車区間は自宅と医療機関の利用者が全体の約２５％、自宅と商業施設の利用者が約１０％
となっており、日中時間帯における高齢者の通院需要、買物需要へ十分対応しうると判断される。また利用者数
も着実に増加していることから、目標を達成するために適切な事業であると判断される。
　循環シャトルバス事業については、１２月の乗車人数が昨年同月を１３％上回り、１，２４８人という利用実
績となっている。宿泊施設と村内商店街とを結ぶことで、村内商店街の経済効果は計り知れない効果を生んでい
るものと思われ観光ニーズに応えた商品としての公共交通サービスの提供がなされており、目標を達成するため
に適切な事業であると判断される

Ⅳ　自立性・持続性

＊必要に応じて、参考資料を添付して下さい。



　各法定協議会における議事録や運行結果等は白馬村行政公式ＨＰにおいて速やかに公表している。また、法定
協議会設置要綱において議事の傍聴は原則可能である旨を謳っており、協議会の議事内容は適切に開示されてい
ると考える。

　⑤　地域公共交通に関する目標を達成するために適切な事業を翌年度実施することについて地域関係者
　　の実質的な合意が形成されたといえるか。

　法定協議会及び検討委員会の審議においては、デマンド型乗合タクシーの実証運行については収支率向上が課
題であるものの、高齢者を中心とする交通弱者の足の確保が重要であり、利用者のニーズに合った運行計画を樹
立した上で来年度もこの実証運行を継続実施することとした。また循環シャトルバスについては、住民の一部費
用負担に対する検討課題も残っているが、実証運行と合わせて将来のあるべき姿を検討していくとしていること
から、翌年度の総合事業の実施について、地域関係者の実質的な合意形成がなされている。

　③　計画事業を実施するにあたって協議会が適切に開催されているか。

　第７回法定協議会において、平成２２年度事業計画、予算案等について審議したほか、第８回法定協議会では
冬季の循環シャトルバスの運行計画について審議を行っている。また、第９回法定協議会において平成２３年度
の運行計画について協議する予定となっており、計画事業を遂行するにあたって法定協議会を適切に開催してい
る。

　④　協議会の議事が傍聴、議事録や関係資料の公開等によって適切に開示されているか。

　①　協議会における審議事項が明確に定められ、計画事業の進め方、実施状況について審議される体制と
　　なっているか。

　法定協議会の設置要綱を制定しそれに基づいて審議を行っている。法定協議会の審議事項は、連携計画の策
定、計画事業の進め方、計画事業の実施状況、その他必要と認めた事項と規定されている。なお法定協議会の下
に、デマンドタクシー、循環シャトルバスの事業ごとの検討委員会を設置し、法定協議会での検討前に検討委員
会で審議を行っている。

　②　協議会に住民が参加したり、住民の意見が反映される仕組みが設けられているか
　　　（公募制、住民意向調査等の実施が協議会の運営要領において定められているか。）。

　法定協議会の構成員には公募による住民が含まれているほか、検討委員会には利用者の組織等も委員に加わる
など意見を取り入れており、さらに高齢者の通院需要、買い物需要等を踏まえたデマンドタクシーの実証運行を
実施するとともにアンケート調査も行っており、その実施結果については検討委員会で検討を重ねるなど、住民
の意見が計画事業に反映される仕組みが設けられている。

　白馬村の庁内会議においては、事業導入にあたり一定の枠は定めるが予算化については必要との見解である。
また、循環シャトルバスの運行については、検討委員会において観光関連事業者等の一定の負担も必要であると
の意見も出されている。仮に協賛等の協力が得られない場合、事業の縮小もやむを得ない。

Ⅴ　住民の参加等による地域関係者の実質的な合意形成

＊必要に応じて、参考資料を添付して下さい。

＊必要に応じて、参考資料を添付して下さい。


